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巻頭言

本年度の4月から、佐藤前機構長よ

り引き継ぎを受け機構長に就任いたし

ました。どうぞ宜しくお願い申し上げ

ます。分子研が研究成果において世界

的に高い評価を得ていること、内部昇

格を厳密に禁じていることなどは以前

から存じております。今後、益々発展

して頂きたいと願う次第ですが、改革

が求められていることから、本機構の

運営にも是非ご理解とご協力をお願い

申し上げます。

本年度から第3期中期目標・計画期

間が始まり、本機構も本格的に改革に

取り組み始めています。現在、科学技術・

学術審議会学術分科会研究環境基盤部

会で「今後の共同利用・共同研究体制

の在り方について」が審議されている

ことから、その結論に沿って改革を行

う必要があります。これまでの審議状

況から、結論には「異分野融合・新分

野創生」「国際競争・国際協調」「産学

連携」「大学の機能強化への貢献」の4

項目が盛り込まれることは確実です。

異分野融合・新分野創生の項目では、

学術研究の動向が多様に変化する中、

学術研究の進展に合わせた柔軟な研究

組織体制を迅速に構築できるようにす

る必要があるのではないかと説明され

ています。この趣旨は、研究組織を変

えなさいと言うことであり、結論にも

盛り込まれるものと思われます。しか

し、研究の進展に合わせて研究所を頻

繁に創設・統廃合していくのは現実的

ではありません。

大学共同利用機関の役割は大学と一体

となって共同研究を行い、世界的学術成

果を上げ続けること、また、それにより

大学の研究・教育活動の一部を担うこと

と理解しています。最も重要な役割であ

る共同研究は、これを実施するグループ

を作り必要な設備を整えれば実施できま

す。そもそも、本機構を構成する研究所

は、組織の異なる大学の先生・院生と研

究テーマ毎にグループを作って共同研究

を進めてきています。

私は、機構を構成する研究所を変

えることなく、異なる研究所・大学か

ら、興味を持った、あるいは必要な先

生・院生が「研究の進展に合わせて柔

軟に」集まることによって、異分野融

合研究を推進させることができると考

えています。この異分野融合型研究で

多くの成果が挙げられるようになれば、

研究所・センターを新たに設立するこ

となどによって新分野を確立させるこ

と、即ち新分野創生を実現することが

できます。

上記の考えを基に、今、本機構で

は、研究所毎に共同研究を進めるので

はなく、研究所の壁を取り払って機構

全体として実施する共同研究体制を構

築しつつあります。どの分野にいても

他分野との共同研究に自由に参加でき

る、そう言う異分野が融合し易い共同

研究を始めたいと考えています。もち

ろん、従来通り分野毎の共同研究も実

施することができます。

この新しい共同研究体制を本機構以

外の3機構にも取り入れて頂ければ、4

機構を構成する研究所全体と全国の大

学が一丸となって、研究環境基盤部会

で審議が進められている異分野融合・

新分野創生の問題をクリアすることが

できます。また、世界に向かって展開

することもできます。

誌面の関係で残りの3項目について

は言及できませんでしたが、また、機

会がありましたらどこかで触れさせて

頂きたいと思います。
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